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参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和7年３月15日～４月21日
2次元
バーコード関係省庁公表日トピック(報道発表)

国土交通省R7.4.16
「物流拠点機能強化支援事業」（補助事業）の公募開始！

～物流施設における非常用電源設備の導入を後押しします～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000874.html

国土交通省R7.4.10
「自動物流道路の実装に向けたコンソーシアム」の会員を募集します！
～自動物流道路の実装に向け、官民連携の体制を築きます～
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001921.html

国土交通省R7.4.9
「物流拠点の今後のあり方に関する検討会」における報告書を公表
～物流拠点に関する今後の政策の方向性についてとりまとめました～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu02_hh_000077.html

経済産業省R7.4.8物流効率化法について
https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/butsuryu-kouritsuka.html

国土交通省R7.4.8令和７年度「モーダルシフト等推進事業」（補助事業）の募集開始
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000870.html

国土交通省
経済産業省

環境省
R7.3.31「令和６年度補正予算 商用車等の電動化促進事業（トラック）」の公募について

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha07_hh_000522.html

※順不同



参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和7年３月15日～４月21日
2次元
バーコード関係省庁公表日トピック(報道発表)

国土交通省R7.3.27

物流効率化法の理解促進のため、
『物流効率化法理解促進ポータルサイト』が開設されました

制度の概要や努力義務の対象となる「荷主」の定義、「判断基準」･「解説書」の内容を紹介

https://www.revised-logistics-act-portal.mlit.go.jp/

国土交通省R7.3.27

貨物自動車運送事業者等、貨物自動車関連事業者の判断基準の「解説書」を作成し
ました。
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/seisakutokatsu_freight_mn1_000029
.html

経済産業省R7.3.27荷主・連鎖化事業者の判断基準の「解説書」を作成しました。
https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/butsuryu-kouritsuka.html

※順不同



営業倉庫等の物流施設は、災害対策基本法に基づく防災基本計画において、災害時の物資拠点とし
ての役割が期待されており、国民の安定的な生活の確保と社会の安定の維持に不可欠なサービスとして事
業の継続が不可欠

災害時等におけるサプライチェーンの確保、災害対応能力の強化を図るため、サプライチェーン上で重要な
物流施設における非常用電源設備、充電設備の導入支援を行い、災害時等における電源機能を維持し、
円滑かつ迅速な物資輸送体制を維持・確保する。

○物流革新に向けた政策パッケージ
（抄）(令和５年６月２日我が国の物
流の革新に関する関係閣僚会議決定）

１.具体的な施策
（２）物流の効率化
⑤ 物流拠点の機能強化や物流ネット

ワークの形成支援
（物流施設の機能強化等) 

災害時等におけるサプライチェーンの確
保及び円滑な支援物資物流の実現のた
め、非常用電源設備の導入促進等により
物流施設の災害対応能力の強化等を推
進し、地域における防災力の強化等を推
進する。

事 業 目 的

物流施設において、非常用電源設備を導入する場合
に補助を行う。

＜非常用電源設備＞

【補助率・上限額】
１／２以内
上限1500万円

※昨年度事業より上限額
が引き上げられました

【補助対象施設】
・営業倉庫
・トラックターミナル
・貨物運送事業者の集配施設
・貨物利用運送事業者の保管

等施設
・物流不動産

【補助対象設備】
・非常用電源設備

（発電設備又は蓄電池）

【補助対象者】
・倉庫事業者
・貨物利用運送事業者
・トラックターミナル事業者
・貨物運送事業者
・物流不動産開発業者

物流拠点機能強化支援事業(補助事業)

事 業 内 容

【要件】
・小規模施設（施設面積1000㎡未満）でないこと
・「大規模地震・津波災害応急対策対処方針」の考え方に適合する施設であること
・災害時における地方自治体への協力への意思表明等を行うこと 等
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【公募期間】
令和7年4月23日(水)～

11月28日(金)17時まで

中国運輸局 環境・物流課
電話：082-228-3496

お 問 合 せ 先
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経済産業省ＨＰ
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